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低迷する日本経済



賃金も低迷



生産性低迷が経済・賃金低迷の原因



生産性と生活水準
•一国の生活水準は財・サービスを生産する能力
に依存する。

•一国のなかでも生活水準は時間の経過ととも
に大きく変化する。

•生産性 Productivity とは、一人の労働者が１
時間当たりに生産する財・サービスの量のことで
ある。

•一国の生活水準は、労働者の生産性によって
決定される。

•労働生産性＝GDP／（労働力×労働時間）

• GDP＝労働生産性×人口規模
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人口は明治時代に逆戻り…

日本の人口のピーク
は2008年12808万人

1915年5070万人
（対華21箇条要求）



ポイント：人口減少の経済への影響

一人当たり GDP =
GDP

総人口
 

一人当たり GDP =
労働力

総人口
×

GDP

労働力
 

労働力率 労働生産性

量的 質的
人口が減れば労働力が減るので、経済活力を維持するためには生産
性の向上が不可欠。第１次安倍政権（2006～07年）では2025年ま
での成長戦略の指針「イノベーション25」を策定。



実は、あいまいな生産性
•転職したら給与が上がった。

•例：大谷翔平選手2023年3000万
ドル（約43億5000万円）から2024
年7000万ドル（約101億4,000万
円）

•生産性は2.3倍上がったのか？

懸命に働いたときの成果と
して意識されることが多い
のは、一番左の物的労働
生産性（生産／労働）。
しかし、物的労働生産性を
改善しても、適切な値付け
を行い、利幅を確保できな
ければ、付加価値労働生
産性（赤線で囲まれた部
分）や賃金は改善しない。
効率的に働く（＝物的労
働生産性を向上させる）
だけでは、企業利益や付加
価値の拡大につながるわけ
ではない。そのため、付加
価値ベースでみた（国レベ
ルの）労働生産性も向上
しない。

経営の失敗？



非正規雇用の増加

22.2％

36.9％

53.4％

正規雇用から非正規雇用への転換でコスト削減



年齢別非正規率の推移

若者世代の切り捨て→少子化の加速



「小泉・竹中構造改革」の経済学的な
意味付け



•そもそも、資源の効率的利用に威力を発揮
するのが「市場」である。

•市場メカニズムを活用することで、価格をシ
グナルとして需要と供給が調整され、政府
に指図されなくとも、消費者や生産者が利
己的に振舞っていても、必要なところに必
要なだけ資源が配分されていく。社会全体
では、知らない間に稀少資源の効率的な
利用が進み、国民の経済的な満足度が最
大化されていく。このときに重要なのが、い
かに経済学的に不必要な規制を減らしてい
くかということである。



• 少子化、高齢化、人口減少が続く日本経済にあって稀少性が
増す資源は労働力である。枯渇する労働力を斜陽産業から成
長産業へ移動させられるかが、持続的な成長のカギとなる。

• さらに、制度導入当初はそれなりに合理性があった規制も時代
の変遷とともにかえって新規産業の勃興を抑え、成長を阻害す
る要因となっていることが問題視されていた。実際、バブル崩壊
後の1995年３月には規制緩和推進計画が閣議決定されて
いる。

• なお、当時の日本経営者団体連盟（日経連）により同年５
月に出された「新時代の『日本的経営』」では、少子高齢化と
いう制約がある中でいかに賃金高騰を抑えるかという至上命
題に対して、労働形態を３分割（長期蓄積能力活用型（正
社員）、高度専門能力活用型（専門職）、雇用柔軟型
（非正規））したうえで、雇用柔軟型労働力を活用すること
により人件費を抑制することを提案している。

• 小泉・竹中構造改革はこうした問題意識や経済界の思惑の中
に位置付けられる。



公務員制度改革
•公務員制度改革の一環としての給与構造の見直し
と地域給与導入

1996年 行政改革会議発足

1997年 公務員制度調査会発足

橋本改革のメニューの一つ

•制度改革が人件費削減にすり替わる…

•人件費は、基本的に「単価×人数」である。したがっ
て、人件費を減らそうとするならば、大きく分けて、
「単価＝給与」を減らすか、「人数＝定員」を減らす
の２つの方法がある。

小泉・竹中構造
改革の先駆者
（お手本）



地域給与導入のそもそも、

• バブル崩壊後の景気低迷から脱却するための規制
緩和(≒構造改革)

•橋本改革の一環としての公務員制度改革

現在の我が国は、右肩上がりの経済成長が終えんし、限られた資源の中で
国家として多様な価値を追求せざるを得ないなど、極めて厳しい状況に置
かれている。～略～真に国民本位の行政を実現するためには、公務員自身
の意識・行動自体を大きく改革することが不可欠であり、公務員の意識・
行動原理に大きな影響を及ぼす公務員制度を見直すことが重要である。公
務員制度の見直しに当たっては、～略～政府のパフォーマンスを飛躍的に
高めることを目指し、～以下略～

平成13年12月25日閣議決定『公務員制度改革大綱』より抜粋



地域によって異なる格差（2005
年当時）



財政の論理優先
•国および地方の債務残高 774兆円程度（2005年）

•国家公務員人件費 一般歳出の９．８％ 財政を
圧迫、削減不可避（６月16日付け各紙朝刊）

•公務員の総人件費改革(経済財政運営と構造改革
に関する基本方針2005)

右肩上りに増加する仕事量



進む予算の硬直化





社会保障を賄うために、公共事業や公務員人件費＝賃金×人数減らした



効率的な政府



低迷する公務員の賃金



•公務員の賃金に関しては、基本的に労働生産性
や企業業績に連動して柔軟に決定される民間労
働者の賃金とは異なり、制度や政治的な要因に
制約される余地が大きい。

•具体的には、公務員の給与水準は民間企業従
業員の給与水準と均衡させること（民間準拠）
を基本としている。民間準拠を基本とするのは、
公務員の賃金は、①労働基本権の制約により労
使間で決められないこと、②公務員も労働者であ
り、情勢に応じた適正な給与水準を確保する必
要があること、③民間の給与水準は、労使交渉
等により物価や生計費などあらゆる賃金決定要
素が含まれており、それに準拠することが合理的で、
職員をはじめ広く納税者から理解を得られる決定
方法であると考えられることによる。



•そこで、国の場合は、人事院、地方の場合は、人
事委員会が、毎年、民間事業所の従業員の給与
について調査（職種別民間給与実態調査）を行
い、職員の給与と精確に比較した結果に基づいて、
給与に関する報告及び勧告を行っている。

•いつの頃からか、官民の給与の問題に、財政の論
理が入り込み始めた…

•公務員賃金は民間より高すぎる！だから引き下げ
るべき！どうして民間の賃金を引き上げようという
話にならなかったのか…

•結局、公務員の賃金は、民間の賃金が上がらな
い限り、原則上がることはなく、民間の賃金が低迷
すれば、当然公務員の賃金も低迷することとなる。



• さらに、近年の公務員の賃金の動向については、「地域の民間
給与の反映」を改革の主眼とした2005年人事院勧告「給与
構造改革」と2014年人事院勧告「給与制度の総合的見直
し」が多大な影響を与えた。

• 具体的には、2005年人事院勧告「給与構造改革」は、①地
域民間給与の反映、②年功的な給与上昇の抑制と職務・職
責に応じた俸給構造への転換、③勤務実績の給与への反映
などの改革の必要性が指摘された。

• 地方公務員の給与にとってより重要なのは、①地域民間給与
の反映であり、「民間賃金の低い地域では公務員給与水準が
民間賃金を上回るという状況」があるとされ、「地域の民間賃
金がより適切に反映されるよう」措置する必要があるとされた。
その結果、全国共通に適用される俸給表の水準が平均4.8％
引き下げられることとなった。

• 2014年人事院勧告「給与制度の総合的見直し」では、①地
域間の給与配分の見直し、②世代間の給与配分の見直し、
③職務や勤務実績に応じた見直しなどを内容とするものとなっ
ており、全国共通の俸給表について、その水準が平均２％引き
下げられることとなった。



地域給与の導入

• こうした国家公務員給与における2005年および
2014年の人事院勧告を受けて、地方公務員の給
においても、給与制度は国家公務員に準拠しつつ、
給与水準は地域の民間給与をより重視して「均衡
の原則」を適用されることとなり、地方公務員給与に
も影響を与えた。



地域給与導入の影響

賃金引下げの影響

県
内
総
生
産
減
少

公務員等賃金
引下げ

公務員等
消費減少

企業売上げ減少

民間消費減少

民間投資減少

民間給与引下げ
雇用削減=失業増加

公務員の賃金は「国民経済計算」上は政府消費に計上されるため、公務員賃金の引き下げ
は即、GDPや県内総生産の減少をもたらす。つまり、GDPの低迷に連動して民間の賃金が
引き下げられると、同時に公務員賃金も引き下げられることとなり、先に見た地域給の導入は、
日本のマクロ経済や地域経済に大きなネガティブな影響を与えることになる。つまり、地域給
の導入は公共部門労働者全体の賃金引き下げにつながり、民間賃金の引き下げと相まって、
地域経済の衰退を引き起こす。これによりさらに需要が減少し、その結果民間賃金が落ち込
み、公務労働者全体の給与引き下げ勧告がなされる…という賃金引下げスパイラルが生じ
てしまう。
GDP=C+I+G+X-M
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事例研究：秋田県
• 2006年４月に導入された地域給から15年経過したが、
秋田県内の公務員関連労働者の賃金は累計で▲728億
円程度減少したと推計された。



産業別の影響







事例研究：富山県
• 2006年４月に導入された地域給から15年経過したが、
富山県内における公務員労働者の賃金総額は、累計
で559億1,891万円と推計された。









事例研究：新潟県
• 2006年４月に導入された地域給から15年経過したが、
新潟県内における公務員労働者の賃金総額は、累計
で909億7,480万円と推計された。









経済循環と政府の役割





結局、公務員制度改革とは？

•政府をアウトソーシング
−政府の役割を民間企業、NPOに移管（特定非
営利活動促進（NPO）法、新しい公共）＝予
算（カネ）と労働力（ヒト）を政府から引き剝
がす。新しい既得権。

•規制緩和と財政再建

（出典）中長期の経済財政に関する試算（令和６年１月22日経済財政諮問会議提出）

地方のPBは黒字。つまり、歳出は
税収より少ない。使えるおカネがあ
るのでは？財政再建の人身御供？



減少が続く生産年齢人口
産業別就業者数（男女計、就業者数
計6,723万人、2022年平均）



減少が続く地方の生産年齢人口



人口減少が地方経済に与える影響
➢破滅のシナリオ
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非正規公務員を正規化せよ

•ただし、残念ながら、公務員給与の削減が
日本経済や地域経済にマイナスの影響を
与えるからといって、もしくは公務員給与が
GDPの構成項目の一つである政府消費に
計上されるからといって、無制限に公務員
の給与を引き上げるわけにはいかないのは、
昨今の財政状況を見ても明らかだ。

•実は、日本の公務員は、全雇用者数に占
める割合でも、GDPに占める人件費の割
合でも、先進国の中では最低となっている。



全就業者に占める公務員の割合
の国際比較



公務員人経費が名目GDPに占
める割合の国際比較



一番報われない人の待遇をまず改
善するべき
• この原因としては、公務員の非正規化とアウトソーシングの
多用にある。しかも、日本の場合、アウトソーシングの目的
は、より専門性の高い人材の活用ではなく、もっぱらコスト
カットにあるため、アウトソーシングの増加は地域の所得減に
つながってしまう。

• こうした点を踏まえれば、アウトソースに偏重してきたこれまで
の傾向を見直し、正規の公務員として直接雇用するとともに、
十分な処遇を与えていく必要がある。

• つまり、非正規公務員の正規化によって、公共部門の労働
者の賃上げを図るのだ。公務員の非正規割合は国地方を
問わず上昇傾向にある。特に、地方公務員については、正
規公務員が削減される一方で、それを埋め合わせるために、
臨時・非常勤職員の割合が急激に上昇している。こうした正
規公務員と同一の労働をさせられているにもかかわらず、賃
金が正規の公務員よりも低い、非正規公務員を正規化す
ることでまず公務員全体の賃金が底上げされるはずである。



労働組合の復
権を
○組合が非正規労働者
に目配りする動きも
○加入者の方が満足度、
幸福度、信頼感高い
○雇用側の拙速な改革
時に不安抑える役割
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